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「世界各国の政府だけでなく国民も、今日の

情勢にひそむ危険を認識することが絶対に必

要である……」

「新たな世界戦争すなわち核戦争の脅威をと

りのぞくことは今日、最も重大かつ緊急な課

題である、,人類はいま選択に直面している。

われわれは軍備拡張競争を中止し、軍縮に向

かわなければならない。さもないと滅亡に頻

することになろう。

1978年6月30日第1回国連軍縮特別総会において採択された

最終文書より。
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はじめに

軍備拡張と安全保障の後退

第2次世界大戦の戦火かおさまるとすぐにひと握りの国々が

原子爆弾の製造に着手しました、これらの国々は防衛呼段を追

求する中で、より大きくそして「より効果的な」爆弾をつくろ

うとしたのです。こうして、ノ＼類の歴史の中でもっとも大がか

りで、もっとも不経済で、もっとも危険な軍備拡張競争か始ま

りました。

かつてこれほど入類を窮地に追いやった軍備力拡張競争はあり

ませんでした。国家が他の国家に対してこれほどまでの破壊、

荒廃を強制する手段を持ったこともありませんでした。1つの

武器の破壊能力がこれほど身近かで、同時に全地球的になった

ことはこれまでありませんでした。かつてこれほど人類が真の

絶滅の危険に直面させられたこともなかったのです,,

軍事大国間の競争か主な原因となって、軍備拡張競争は今日、

狂気の状態ともいえる段階に達しています。人類だけでなく地

球上のすべて命あるものの将来は今や危険にさらされています.

核兵器の数は今日、何万という数にのぼり、その全破壊力は広

島型原子爆弾の100万倍にもなっています。この破壊力は世界を

何回もくり返して全滅させるに足るものです。

世界の通常兵器の取り引きは急速に拡大しており、多くの貧

しい国々の武器の買いつけが実質的に増えています。1945年以

来、多くの紛争で何百万という人々が通常兵器で殺害されまし

た。

世界の破局的危険は別にしても、次の例が示すように軍備拡

張競争に費やされる費用は膨大なものです。

●軍備拡張競争は第二次大戦以後金額にして6兆ドル以上

を浪費しました,,1980年の1年間だけでも5,000億ドル、

1分間におよそ100万ドルという莫大な軍事費がつかわれ

ています。

●世界の貧しい国々の多くが軍備拡張競争に加わっていま

す。1人当りの食糧生産は減少し人々は飢えている一方
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でー、ある国々は農業予算とほぼ同額を軍隊に使っていま

す

●全世界的に見ると、教育、医療あるいはそのほかの社会

的な努力に費している金額よりも、軍事活動に使うお金

の方か多くなっています,

開発、経済不均衡、インフレ、環境汚染、エネルギー、原材

料、貿易、技術など今日世界各国か直面している重要問題の多

くが軍備拡張競争のあおりでますます悪化の一途をたどってお

り、保健、教育、住宅といった分野は資源が軍事利用に流れる

ために遅れています。毎年軍備に使われる5,000億ドルのわすか

5%あれば、「国連第3次開発の10年(1981年～1990年)」のため

の「国際開発戦略」が計画している政府開発援助資金の目標額

を充分に達成することができます。

各国政府は軍事計画の拡大が「防衛」や「平和紺持」にどう

しても必要なのだとしてこれらの正当化につとめています。し

かし軍事計画の拡大は世界中に多くの殺人兵器を配備すること

になり、さらにそのうちの多くは臨戦態勢に置かれています.

またそれは、すべての種類の武器の恒常的な性能向上と備蓄を

もたらします。そしてこうしたことが今日全人類の絶滅を人類

みすから引き起すという前例のない危険な状況を生んでいるの

です。

このような武器弾薬の過剰備蓄は国際緊張を高め、局地的な

紛争を激化し、緊張緩和を困難にし、対立する軍事同盟間の意

見の違いを大きくし、核兵器を持たない国々を含めてすべての

国家間の不安感をたかめています。わけても軍備拡張競・争は核

戦争の危険を増大させています。

一莫大な軍備、特に核兵器の備蓄が安全保障をもたらすという

ような時代はとっくに過ぎ去りました。かえって莫大な軍備が

人類の未来を守るどころか人類を危険にさらしています。
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本当の安全保障はいまや国際関係において武力の行使をやめ、

現在の軍備水準を削減することから始めて徐々に軍縮をすすめ

ていく方法によってしか達成されません。わたくしたちの世代、

そして未来の世代のために、軍縮をすすめる機はまさに熟して

います.、

国連総会は多くの加盟国政府の間に形成されつつある「強力

な意見の盛り上り」にこたえて、1978年に軍縮問題だけに的を

しぼって討議を行なう歴史的な総会を開きました.。この総会は

すべての国の安全を漸次軍備の水準を低めることによって向上

させるための巾広い対策を提案しました。,またこの総会は軍縮

達成のための世界世諭の結集を求めたのでした,。

この小冊子では、総会の呼びかけにこたえて、軍備拡張競争

の危険性、巨額な軍事費とそれに関連した浪費などを検討し、

あわせて、国連の長期目標である嗣際管理のもとでの完全軍縮

に向って現在どのような努力がなされているかを説明します。
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地球最後の日は近いか、

危険の実態

1945年の時点で、アメリカは唯一の核保有国でした。しかし、

この核独占は、数年の内に崩れ去リソ連、イギリス、中国、フ

ランスが次々と核開発能力を獲得しました.核兵器備蓄の急増

と、核兵器の種類の多様化、そしてミサイルならびに精密な誘

導技術と制御システムの驚くべき進歩かおこりました.

1945年、広島と長崎に投下された2つの原子爆弾は、瞬時に

10万以上の生命を奪い、さらに爆発による火傷、爆風による傷、

放射能障害などによる負傷者は12万5,000人に達しました。この

二つの原子爆弾の放射線被爆による死傷者の数は、その後1980

年代に至っても増え続けています。

しかし、広島、長崎におとされた原子爆弾の破壊力は、今日

の核兵器のものと比べると、極めて小さなものでしかありませ

ん。今日の核兵器の威力は、日本に投とされた原子爆弾の1000

倍にも達しています。

今日、いわゆる「核クラブ」に属する5ヵ国は、4万発から

5万発にものぼる核兵器を貯蔵しています。

中でも米ソの2核超大国は、1980年の時点で、少なくとも1

万5,000基にものぼる核弾頭ミサイルを保有しています。(アメ

リカは弾頭の数で、またソ連は核威力で相手に優っているとい

われます。)そして、米ソの核の数に、中国、フランス、イギリ

スの核兵器が加っています。

今日メガトン級の大型核爆弾は1個て、火薬の発明以来使用

されたすべての通常爆発物の総計よりもさらに大きい破壊力を

持っています。現在、世界の核兵器の総威力は、ヒロシマ型原

爆100万個分に相等し、これは、地球上の老若男女全人口1人当

り通常爆薬で3トンの破壊力に相当します,

もし、ごく標準的な1メガトン級の核爆弾か、100万人都市の

上空で爆発したとすると、27万人が爆発と熱によって、9万人が

放射性降下物によって命を失い、さらに9万人が負傷します。

また建物の2/3が全壊するかひどく破壊され、道路は跡形もなく
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なり、水道管やガス管が破壊されます。つまり都市は、炎につ

つまれたかれきの山となって消滅します。

「限定」核戦争

一発のみの核戦争はほとんどあり得ません。軍事同盟、イデ

オロギー戦線や国家間の敵対関係などによって特徴つけられる

今日の世界情勢の中で、一発の核攻撃はほとんど確実に報復反

撃を招きます。一度歯止めか失われれは核戦争はエスカレート

するでしょう。

国連の専門家グループは1980年の報告書で次のように指摘し

ています。皮肉なことに核戦争によって最大の死傷者数と被害

をこうむるのは核兵器保有国自身である。しかし、核戦争は当

事者以外のすべての国々にも重大な被害を与え、「放射性降ト物

はとくに交戦国に隣接する諸国に深刻な悪影響をおよぼし、全

面核戦争後数十年にわたって100万人にものぼる被爆者とその

子孫の命を奪うことになる。」

しかし、専門家は、放射性降下物よりも、大規模な核戦争が

世界経済と国際社会の主要な機能に与える破壊的な影響を重大

視しています。発展途上国、工業先進国を問わず、地球上で広

範囲に飢きんがおこり得るとしています。さらに報告によれば

「飢餓による死者は、交戦国の被爆による死者の数を徐々に上

回るようになる。非交戦国でさえ、その国民生活は下降の一途

をたどって悲惨な状態になり、何10年もかかって築き上げてき

た発展を帳消しにすることになる。こうした経済状況は、潜在

的な政治不安を触発し、動乱や内戦、局地的粉争の原因となる」

とのべています。

このような証言にたいして軍人や政治家の問で語られている

「限定的核攻撃」という概念を擁護することは難しいと言わね

ばなりません。
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「抑止」論

核・兵器と人類が永遠に共存することは可能でしょうか。恒久

平和を報復の脅しの上に築くことは不可能です。真の平和は相

互の信頼、尊敬それに国際協力の上にのみ築くことが可能です。

核抑止論による平和について、1980年の専門家報告は次のよう

にのべています。

「これまでのところ、世界紛争の勃発を防いできたというこ

とで抑止が平和の維持に効果かあったという主張がある。抑止

か有効であるという論理は、平和を維持してきた」要素として、

他に歴史的、政治的、その他の要因もまた働いていたという点

についての考察を欠いている他、歴史がこれを覆えすまでしか

真実たり得ない論理であるにすぎない。

専門家の報告書は「抑止論は核保有国間の核戦力の均衡を前

提に成り立っているが、核兵器と人類の共存が可能だと言うた

めには、軍拡競争自体がもたらす軍事技術の進歩によってもこ

の均衡が脅かされないことが必要である」としています。加え

て、抑止論が有効であるためには、人的、または、技術的な事

故が起きないことを前提としていることを専門家報告書は指摘

しています、しかし、報告書は、時折報告されている警報ミス

やコンピューターの誤作動など種々な.事故が現に起っているこ

とから、これを不可能な前提条件だとしています。そして、遅

かれ早かれこれらの誤作動のうちの1つが、かって経験したこ

とのない本当の事故を引き起す可能性があります。

専門家報告書は続けて次のようにのべています。「以上の、

またその他の理由で、誰も抑止の均衡の恒久的な安定を保証す

ることは不可能である。抑止が機能しなかったときの代償はあ

まりにも大きい。しかも、抑止力が機能しない可能性はあまり

にも明白である。」

専門家は、また、一歩譲ってたとえ核の均衡が安定的なもの
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であるとしても、それに頼り続けることに対して倫理的、政治

的な強い反論があることを指摘して、「人類文明の絶滅の可能性

か一部の国家の安全を促進するために使われるのは許し難いこ

とである。もしそれを許すならば、人類の未来は一握りの核保

有国、特に二超大国の白已中心的な安全保障の人質にとられる

ことになる」とのべています。

国連総会は、現在、人類が直面している最も深刻で緊急な問

題として核戦争の脅威をあけています。日々増大し続ける核弾

頭の蓄積量、ますます高度に精密化している核運搬システム、

核兵器の小型化と製造法の簡易化、そして核兵器が多くの国々

や国家より小さい単位のグループに拡散する危険などが、核が

そのうち全く管理不能になる日が近いことを教えています。そ

うなった時には、もはや核兵器保有諸国の一致した努力をもっ

てしても事態の進行をくい止めることは不可能でしょう。

誤算か、狂った動機によって、数万発の核爆弾のうちの一発

の引き金か引かれれば、それは核による大虐殺、そして文明の

終末への前秦曲となります。

兵器システムの故障などの事故によって核攻撃の決定が下さ

れる可能性もあります。事実、1979年11月9日、ソビエトの核

ミサイルがアメリカ合衆国本土に接近中という誤った警報が出

たことがあります。この事例は、実際に起ったいくつかの騒ぎ

や核事故の一つであり、こうした事故は今後も起り続けること

でしょう。運命の日を決するボタンを押す権限は、今日、政治

家のみならず、技術者やコンピューターにまで委ねられていま

す。

この世界から核兵器を完全に追放する以外に、核兵器を完全

に管理し得るシステムは存在しません.
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ふえ続ける通常兵器

国連創設以来36年間、国際社会は一一度も核戦争に直面せずに

すみました。

しかし、その間、100を越える通常兵器による戦闘が起って

おり、その結果数百万人もの死傷者と大規模な破壊をもたらし

ました。したかって、その頻度の高さや戦争犠牲者の数、それ

に破壊の大きさから通常兵器問題はますます国際的な注目を集

めつつあります。さらに通常兵器やそれて武装した軍隊は、毎

年、全軍事支出推計5000億ドルのおよそ80パーセントを消費し

ており、この点でも世界的な規模での軍事化の拡大の大部分を

占めています。

そのうえ、通常兵器の軍拡競争は核兵器の軍拡競争よりも多

くの国々をまき込んでおり、世界のあらゆる地域に、社会・経

済の面や、政治・安全保障の面で悪影響を及ぼしています。

通常兵器の軍拡競争の顕著な特徴のつに、1970年のはじめ

から拡大しつつある国際的な武器取引があります,

軍拡競争における発展途上国の役割は、武器輸入国としても、

また輸出国とLても大きKなりつつあり、1965年から1970年代

末までの問に、世界の全通常兵器輸入に占める発展途国の割

合は50%から75%へ上昇しました。さらに、発展途上国の多く

が自ら兵器生産に乗り出し、そのうちのいくつかは兵器供給国

にさえなりました。国内や国々のあいだの絶え間ない政治危機

や緊張は、1970年代を通じて通常兵器の拡張競争を一層助長し

てきました。この傾向は、1980年に始まった第二次軍縮10年に

人っても、ほとんど好転の兆しは見られません、

国連の内外を問わず、国際社会は通常兵器の拡張競争を規

制する具体的で拘束力を持つ国際協定の実現に成功していませ

んが、近年こうした方向を目指すいくつかの努力が、一国ある

いは二国間さらにもっと広い範囲で開始されました。国連にお

いては、特定の武器取り引きの規制についての総会決議案の採

択を求めるいくつかの動きがありました:t最初は1965年にマル
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タが、次にテンマークが1968年に、そして三回目には日本が19

76年に決議案を提出したのです。こうした一連の試みは失敗に

終ったものの、多くの加盟国が通常兵器の拡張競争における武

器の取り引きに懸念を表明しました。武器取り引き規制の実現

を困難にしている大きな理由の一つに、この問題に対して武器

を供給する側と、受け取る側との主張の食い違いがあります。

一般的に、重要な武器生産国か武器の取り引き、特に武器輸入

を通常兵器の拡張競争の主な原因とするのに対し、発展途.ヒ国

の武器輸入国は逆に、武器取り引きの問題を生産者側に帰して

考え、通常兵器の拡張競争は武器の取り引きを通して生産・供

給国が経済的、政治的利益を得ようとすることにあると主張し

ているのです.輸人国はこうした論旨をさらに押し進め、武器

取り引きに関する本格的な交渉を開始する前提として、まず、

超大国やその他の武器国家の側に自制と軍縮を求めるのです。

そのため、国連はすべての国に、みすからの死活的利益を損わ

れたと感じさせないようにしながら、いかに通常兵器を公正か

つ効果的に制限できるかという困難な問題に直面しています.

1980年以来、通常兵器の拡張競争は実質的には何等弱まるこ

となく続いています。世界は、いまたにミ通常兵器の軍拡や取

り引きを世界的規模でも地域的規膜でも意味ある程度に制限す

ることに成功しておりません.、

国際的な軍縮努力の中で、核兵器問題が引き続き優先されて

いますか、近年通常兵器の軍縮の必要性も国際的に広く認めら

れつつあります。その理由としては、通常兵器の全世界的な普

及、その使用頻度の高さ、核兵器と比較して軍事費に占める大

きな割合、急速な技術進歩によって通常兵器かある場合には核

兵器にも劣らぬ大きな破壊力を持つにいたったことなどがあげ

られます。

最近、国際社会は無制限な通常兵器の拡張競争が生み出すい

ろいろな問題に気付きつつあるとともに、核軍縮を優先しなが
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らも、通常兵器の拡張競争を阻止する必要性を認識しつつある

ように思われます。

それだけに、国連の内外で、通常兵器の拡張競争と通常兵器

軍縮問題に関するよりつっこんた検討が進められることか期待

されます。絶えず徹底的な討議を重ねることによって、これら

の問題の本質を明らかにし、問題解決のための実施可能な方法

を見つけることが望まれます。
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軍備拡張競争にかかる費用

全世界の人々に進歩をもたらすために使うことができる膨大

な資源財政的資il泉や物資、技術それに肉体や頭脳の人的資

源一が破壊の目的に浪費されています。

現在軍備に浪費されているその資源で貧しい諸国の何千万何

億という人々を衰弱させている貧困や飢え、無知、病気をなく

すことかできます。毎年の軍事活動が吸い上げている資源の量

は世界人口の半分に達するもっとも貧しい諸国の国民総生産の

合計の約3分の2に相当します。

世界かまちがっていることがわかる次のような例もあります.

●個人的に支払われている医療費を除く保健のための公共支

出は軍事支出のわずか60パーセントです。

●医療の研究に使われている資源は軍事研究開発にまわされ

る資源の5分の1にすぎません.

●世界保健機関か世界中の天然痘の撲滅のためにこの10年間

に支出した金額は8,300万ドルですが、この金額は最新の

戦略爆撃機1機を買う金額にも及びません.,

●第三世界で人命を奪う主な病気の1つであるマラリヤをな

くそうという世界保健機関の計'画は、資金不足で遅れていま

す、この計画の費用は4億5,000万ドルですが、これは世

界か1日に使っている軍事費の半分以下なのて:す、

●1945年以来世界中でついやした研究開発費の合計のうち、

40パ一セントは軍事関連の日的に使われたと推定されます。

軍事関連活動に従事している人々の数は世界中で約6,000万

人です。,世界の科学者人日の約25パーセントは軍事関連の仕事

にたすさわっていま,す。これらの科学者は、工業国で緊急を要

する環境問題やエネルギー問題の研究、海洋から食糧や鉱物資

源を人手する手法の開発や、健康を害する公害の監視や気象の

研究やf報事業にまわすこともできるかもしれないのです。軍

事にたずさわる科学者達はまた、水をきれいにする方法の開発

をしたり、農業生産物の増産や、運輸通信システムの拡充、保
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健衛生の提供、第三世界におけるエネルギー供給を増やしたり

することに従事できるかもしれません。.これらは今日世界が抱

えている緊急課題のほんの一部にすぎません。それを未解決の

ままにしておけば、こうした問題そのものが紛争の原風になり

かねないのです。

軍隊は銅、亜鉛、ウラニウム、それに石油のように再生が不

可能な物質の膨大な量を消費しています。こうした物質は軍事

に利用しなければ必要な工業発展や経済発展にまわすことがで

きるのです。アメリカ合衆国一国だけでも、軍隊は7億バレル

から7億5,000万バレルの石油を毎年使っています。この量は

世界中で使うものの3.5%に当り、武器や軍事・装備を作るため

に使われる石油製品は含んでいないのです。

軍備拡張競争にまきこまれている発展途上国の負担は大変な

ものです。これらの国々の予算は工業化のすすんだ国々に比べ

れば少いとはいえ、限られた収入の大きな部分を占め年々増え

続けています。,ある国々は農業生産に投資しているのと同じ額

の予算を軍事活動に費しています。一方5億の人々がひどい栄

養不良にかかり、何百万人もが生きていくのに最少限必要なぎ

りぎりの食物しか得られず、1人当りの食糧生産は減少し続け

ており、飢きんは開発途上世界の広大な地域をおおっているの

です。

軍備拡張競争はこのほか目に見えにくい形での代償を伴って

います。軍備拡張競争は国際緊張や国家間の疑念を.生みます。

国際貿易の自由な流れを阻害しています。開発に必要な信用や

原料の自由な入手をじゃましています。新しい民間技術も軍事

に利用できる可能性があるときは開発途上国になかなか拡がっ

ていきません。同盟関係や政治的影響力の及ぶナワばりを作り

出し、開発援助にしてもそれを最も必要とする国に届かないよ

うな状況があります,開発援助が手に入ったとしても、地域に

自分達の影響力を確立したり軍事的な優位を確保しようとする
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軍事同家によって戦略的に重要な国々に割り当てられています、

この援助は最も貧しい国々には行かないのです。なぜならこう

した国々は政治的、戦略的な重要性をほとんで持っていないか

らです。

軍拡競争がもたらす雇用その他の「利益」

軍縮や特定の兵器の使用禁止などをすると一般労働者の失業

を増やすことに失業率かすでに高い状況のもとでは一と

いう考えが広くみうれます。

しかし国連か組織した専門家グループの1977年の報告書はそ

のような考え方は誤りだとのべています,、この専門家達は「軍

事費が雇用の機会を生む点ですぐれているというようなことは

ない」と次のようにのべています。「軍事支出は兵器産業では雇

用を生むとしても、実際問題としては、軍事支出に占める最新

技術の部分かふえているために、軍事支出が直接、そして間接

的に雇用全体をふやす能力は減少する一方てある。巨額の軍事

予算は失業を緩和するどころか、ますますこの傾向を強めてい

ることが今日証明されている」とのべています。

アメリカ合衆国政府の推計を引用して、この専門家グループ

は、10億ドルの軍事芝出は76,000人を雇用したが、同額でもこ

れが減税なら112,000人の雇用を生むだろうとのべています。

軍縮と開発

軍縮か進むと、工業先進国でも開発途上国でも国内のいろい

ろな資源を解放しその使いみちを開発の目的に転換することが

できるようになるでしょう。

軍縮は経済成長を促進し世界中の国々の雇用をふやすでしょ

う。投資にまわすことができるようになった富は、住宅や都市

の再開発、保健、教育、農業、工業、環境保全その他の新しい

分野で雇用をふやすでしょう。軍縮によって不要になる産業に
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ついては円滑に漸次減らしていく方法を、そして新たな産業づ

くりには段階を追った手段を講じていく必要がありますが、現

在軍隊にいろいろな物資を供給している産.業の多くは、それら

の物資や労務を単に民間市場にまわせばすむことになるでしょ

う。

軍縮によって使われなくなった資源のある部分は世界の貧し

い国々の開発に使うことができます。軍縮と開発を関連づける

ことは国際連合がながいあいだ強調してきたところです。

満足のいくペースで開発をすすめようとするならばそれは決

して軍備拡張競争と両立するものではありません。
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ヒロシマから36年:

軍縮を追求する国際連合

国連憲章か調印されたのは、広島爆撃のちようど6.週間前の

ことでした、以来、国連は軍備競争に歯止めをかけ、軍縮に向

かわせるための努力を続けてきました、この目標は、まだ達成

されていませんが、国連の努力によって、特に核の脅威に対処

するた軍備管理をめぐる合意の面では、いくつかの重要な

第一歩がすでに踏み出されています。

国連憲.章は、「世界の人的、経済的資源が軍備に使われるのを

最少限に抑える」ための軍備管理システムの実現を企図してい

ます。1946年1月に採択された国連総会第1号決議は、原子爆

弾およびその他の大量破壊兵器の除去を求めたものでした。

しかし、軍縮に向けて具体的な前進が見られるようになった

のは、1959年以降のことです。.この年、総会は効果的な国際

管埋の下での全面完全軍縮」を国連の目標として採択しました。

これは、現在も、国連の軍縮努力の究極目標になっており、ひ

とつの合意:が次の合意を生み出し、さらに相互信頼か強まると

いう期待に基づいています。

軍縮の分野で締結された協定の多くは、これまで20年以上.に

わたってジュネーブで会合を続けている多国問交渉機関の作業

の結果として.生まれたものです。ジュネーブ軍縮委員会の名で、

現在知られているこの交渉機関は、年次報告を総会に提出し

ます。時の流れとともに構成メンバーや組織は変わりましたが、

この機関の参加によってまとまった協定として、部分的核実.験

禁止条約、核兵器不拡散条約、海底核兵器禁止.条約、生.物兵器

禁止条約、軍事目的のために環境を変えることを禁止する条約

などがあります。

次に、軍備の管理・制限の分野で合意に達した主要な多国間

協定について、簡単に説明してみましょう。

南極条約(1959年)非核地帯という考え方を初めて実行に

移した.条約で、この考え方その後、海底、宇宙空間、ラテン
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アメリカにも適用されました。南極地域におけるあらゆる軍事

演習、兵器実験、軍事施設の建設、軍事活動によって生する放

射性廃棄物の処分を禁止しています。

部分的核実験禁止条約(1963年)大気圏内、宇宙空間およ

び水中での核兵器実験を禁止しています。地下核実験は禁止し

ておらず、また、この条約に調印しなかった中国、フランス両

国は大気圏での実験を続けました。しかし、フランスは1974年、

大気圏での実験をやめると発表しました。この条約の効果は、

地下実験か依然行われている上、平和目的のための核爆発か禁

止の対象になるかどうかについて明記していないため、まだ十

分とはいえません。

このように、地下核実験については、まだ終止符は打たれて

いませんか、米ソ両国は地下爆発の規模を制限する二つの相互

協定に調印しました。このうち、地下実験制限条約(1974年)

は150キロトンを超える地下核兵器実験を禁止したものです。

また、平和目的核実験制限条約(1976年)は、平和目的で行な

われる単発の核爆発の規模について、同じ制限を設けています。

国連総会は、大気圏、地下、水中を問わず全ての核実験を禁

止する包括的な条約の締結を、繰り返し呼びかけています。

宇宙天体条約(1967年)宇宙空間の全面的非武装化を求め

る声に対応して取り決められた条約ですか、その目標を完全に

満たしたものではありません.条約は、核兵器および大量破壊

兵器を地球を回る軌道に乗せないこと、天体の軍事利用および

天体への核兵器の設置の禁止、宇宙空間への兵器配置の禁止な

どを規定しています。しかし、核ミサイルや兵器衛星か宇宙空

間を移動することは禁止していません。また、宇宙に設置され

た弾道ミサイル発射台の使用や核兵器の制御および操作のため

の衛星の使用についても規定はありません。

ラテンアメリカ核兵器禁止条約(トラテロルコ条約)(1967

年)この条約は、人が住んでいる地域としては、唯一の非核地
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帯を設定したもので、その意義は核保有の5か国すべてがこの

条約に調印したことにあります。また、核爆発の干和利用のた

めの条約を厳密に規定しており、核兵器か広まるのを防ぐため

の核不拡散条約より進んだものです。条約には、二つの付属議

定書があり、ラテンアメリカ諸国以外の関係国が守るべき義務

について述べています。

核兵器拡散防止条約(1970年)核拡散防止条約の目的は、

核兵器が核保有国から非保有国に広まるのを抑制し、核保有国

における軍縮プロセスを開始させ、平和利用のための核技術を

すべての国に開放することにあります。しかし、中国、フラン

ス両国と核開発能力を持つ数か国はこの条約に加盟していまぜ

ん。また、非核保有国からは、核保有国か核技術を提供してく

れないとか、核軍備競争を停止する努力を開始しないといった

不満が出ています。核保有国か軍縮を実施しなければ、それは

この条約に進んで調印した100近くの非核保有国を傷つけるこ

とになります。

海底核禁条約(1972年)この条約は、各国の12カイリ沿岸

領域外の海底および海底下に、核兵器、大量破壊兵器、および

そのための施設を置くことを禁止しています。通常兵器につい

ては触れておらす、また、軍による海洋の使用についても制限

していません。

環境変更技術の軍事・敵対的使用禁止条約(1978年)地震、

津波、天候や気候パターンの変化などの現象を起こし、広範囲

で、永続的、重大な影響を与える技術に限って適用されます。

非核大量破壊兵器、通常兵器に関する諸条約真の軍縮条約

として、最初で唯一のものか、細菌(生物)兵器禁止条約(19

72年)です。この条約は、細菌・生物兵器の開発、生産および

貯蔵を禁止しているばかりか、加盟国に対して、すてに貯蔵し

ているこれらの兵器を破壊するよう義務づけています。化学兵

器についても同じ主旨の提案が出されていますが、まだ合意に
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達していません。また、同じように放射能兵器の禁止をめぐっ

て討議か行われているほか、新型の大量破壊兵器についても、

実際に開発される以前に、開発を禁止しょうという提案が出さ

れています。1980年には、特定通常兵器禁止条約が締結されま

した。

国連の推奨の下で行なわれている米ソの2国間交渉の過程で

は、戦略兵器制限条約(SALT)が調印されました。

1972年に調印されたSALT・I条約で、米ソ両国は地上固定

式の弾道ミサイル発射装置の数を実質的に現状凍結し、潜水艦

ミサイル発射装置と新型の弾道ミサイル潜水艦についてもそれ

ぞれ合意した水準に制限することを決めました。この条約には、

査察措置も含まれており、両国は戦略攻撃兵器の制限について

積極的に交渉を続け、軍拡競争に終止符を打つことを約束しま

した。

SALTII条約は長文の複雑なもので、米ソ両国の核運搬シ

ステムの数に同じ上限を設定しました。米国はこの条約を批准

していませんが、条約は特定の兵器を定義して具体的に示すと

ともに各兵器システムの実験、配備、近代化および補充、ある

いは改造などについて詳細な制限を設定したものでした。戦略

兵器の数は同水準に抑えられることになったものの、双方の持

つ弾頭の数はそれぞれ認められた範囲内では増える見通しとな

りました。例えば、米国側の予測では、ソ連は1985年までに約

9,500発の戦略弾頭を持つ一これは1979年と比較すれば増加

したことになるか、それでもSALTII条約かなかったと仮定

した場合と比較すれば、約3,000発少ないという計算でした。

国連軍縮特別総会

1978年5月23日から7月1日まで開かれた国連総会は、軍縮

問題をめぐる国家間会議としては、最大の会議の場となりまし

た。120を超える国か見解を表明し、このうち何か国かは具体的
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な措置を提案しました。また25の非政府間機間と6つの軍縮研

究所の代表も演説を行ない、大衆の考え方を述べました。

この特別総会の期間中、ニューヨークの国連本部には軍備競

争を停止させるための行動を求める何千万人もの署名入りの請

願が届けられました。

その結果、「最終文書」とよばれる129項目の文書が採択され

ました。それは、現在の危険な状況を変え、軍縮に向けての努

力に新局面を開くための行動を呼びかけたものです。

特別総会の成果のひとつは、軍縮のための交渉、討議を再び

活発にしようという合意が生まれたことです。総会は、1962年

から行なわれてきた多国間交渉を続けるため、新しい交渉機関

をジュネーブに設置する取り決めを承認しました。ジュネーブ

軍縮委員会とよはれることになったこの機関は、核保有5か国

すべてを含む40か国かメンバーになっています。この前の交渉

機関の構成メンバーは31、しかもフランス、中国両国はその作

業に参加するのを拒否していました。また、ソ連と米国が共同

議長国を勤めましたが、新委員会の議長は全メンバーが交代で

勤めることになっています。さらに委員会と国連との関係もよ

り緊密になりました。

軍縮問題についての討議機関として、総会は全国連加盟国で

構成する軍縮委員会を設置しました。この委員会の目的は、さ

まざまな軍縮問題を討議し、勧告を行なうことにあり、実際の

交渉の場てあるジュネーブの委員会とは異なっています。

最終文書て二の軍縮委貝会に与えられた最初の任務は、軍縮

のための包括的計画の基本となる要素をまとめることでした。

この計画は、全面、完全軍縮を究極目標として、段階的に実施

される相関的措置を一括して含むものと考えられています。

委員会で明らかにされた包括的計画の基本要素とは、核実験

の禁止、核軍縮とともにあらゆる面における軍備競争の停止、

核兵器の使用およびその脅威に対して非核保有国の安全を保障
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する取り決め、核兵器の拡散を防止するためのさらに進んた措

置、非核地帯の設定などかあります。

また、化学兵器および放射能兵器の開発禁止、通常兵器競争

の停止、軍事支出の削減、軍縮協定を促進し国家間の信頼感を

築くための査察措置も含まれています。

軍縮のための包括的計画か、ジュネーブ軍縮委員会によって

さらに詳細に検討され、最終文書で要請されているように第二

回の軍縮特別総会か開かれる1982年までに採択されることか望

まれています。

最終文書はまた、十分な準備の下に全世界か参加して、適当

な時期にできるだけ早く世界軍縮会議を開くよう求めています。
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軍縮を阻むもの

すべての国かすでに、軍縮に賛成する立場を明らかにしてい

ます。しかし、その歩みは余りに遅過きるのが実情です。これ

までに合意に達した協定のうち、加盟国に現在貯蔵Lている兵

器を破壊することを義務づけるという真の軍縮措置を盛り込ん

た協定は、細菌(生物)兵器禁止条約がただひとつあるだけで

す。

二超大国間の戦略兵器制限交渉(SALT)は、まだばく大

な数の核兵器の削減には至っていませんし、軍備競争のテンポ

を緩めるまでは進んでいません。

軍事予算を実際に減らそうという提案も、国連総会で採択さ

れていますか、まだ実行されていません。

世界各国かすべて軍縮を支持している中で、何が軍縮の前進

を阻んでいるのでしょうか。明らかに世界全滅の危機か増大し

ている中で、なぜ世界各国は、軍備を縮小し、その結果浮いた

お金で、何世紀にもわたって残存している問題や公害、犯罪、

無秩序な都市化、食糧不足、金融不安、エネルキー供給の減少

などの新しい問題に対処しようという合意に達することかでき

ないのでしょうか。

障害はたくさんあります。まず第一に、国家は安全保障を求

めます。そして、長い間、国家は武器を保有することによって

その安全を維持してきました。時には、国家の存亡が、適切な

防衛手段を持っているかどうかにかかったこともあります。

ですから、すべての国か軍縮は価値ある目的だという点では、

少なくとも原則的には合意している一方で、国家の安全にとっ

て不可欠だと考える物を、進んで捨てる国はありません一少

なくとも、潜在的な敵か同じように武器を捨てるという十分な

保証がない限りは。

軍縮に取り組むにあたっての主要な問題は、軍備競争の規模

と複雑さです。一分間に、ほぼ100万ドルものお金を費やして

いる軍備競争には、対抗し難い勢いがあります。
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次に明らかなのは、政治的意志の欠除です。何かをしなけれ

ばならない立場にある人々に、軍縮を早急に進めなければなら

ないという必要性を認めようとする気持ちか欠けているのです。

世界は、依然として恐怖と不信によって支配されており、真の

軍縮のために必要な政治的条件が整うのは、まだずっと先のこ

とのように見えます。

もうひとつの障害は、軍備競争を永続させることが利益にな

る層が、社会の一部に出現したことです。米国のアイゼンハワ

ー大統領は、退任演説の中で、「軍・産複合体」について語り、

その「経済的、政治的、さらに精神的なものを含めた全体的な

影響力が、あらゆる都市、あらゆる州の議事堂、あらゆる連邦

政府の役所で感じられる」と述べました。

軍と社会の他の部分との相互連結関係は、米国だけに限られ

た現象ではなく、しかも、自已保存、自己増強するという特徴

を持っています。これらの複合体は、強力で資力に恵まれ、常

に拡大を日指している連合体で、実際の軍事上の必要性とはか

かわりなく、軍関係部門が絶えず拡大することを共通の目的と

して結合しています。

軍・産複合体は、恐怖心を生かしておき、必要に応じてそれ

を刺激し、ささやかな軍備管理措置の効果など相殺してしまう

だけの活動を起こす能力を持っています。
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何ができるか

1945年に日本の港湾都市、広島、長崎に原爆が投下されてか

らこれまでの間、軍備競争に対する大衆の関心は消長を繰り返

してきました。

1950～60年代には、都会を遠く離れた場所て核実験がしばし

ば行なわれ、これに対して「核実験禁止」を求めるテモが起り

ました。日本に投下された原爆の恐布が、あらためて思い起こ

されたのです。この後、抗議の焦点は、世界から核爆弾をな

くすための方法としての原爆実験の中止という要求から、原子

放射能の影響に対する恐れを背景とする核実験停止の要求へと

移って行きました。さらに時が経つにつれて、ほかにも世界的

な問題が生じてきたため、核実験反対連動に対する支持は減っ

てしまいました。

1970年代になると、軍備管理およひ軍縮に対する人衆の関心

は、いまにも消滅しそうな状態になりましたひとつには、軍

備管理をめぐる議諭かより技i何的になり、理解するのが困難に

な一」たからです。兵器の複雑i化、高度化を反映して、ABM、

MlRV、ICBM、SLBMといった略語が、やたらと使わ

れるようになりました。世界の兵器庫にはいっている爆発物の力

が大きくなり過ぎて、その破壊力か現実にどのようなものかを

人々か理解することか困難になったとも言えるかも知れません,

最後に、各国に武器を捨てさせること、あるいは少なくとも軍

備増強を中止させることは、いくら努力しても実現できないた

ろうという感情も、おそらく、生まれてきたことでしょう、

しかし、軍備競争を停止させることに対する関心が、今日、

再び盛り上がってきていることは明らかです。軍備競争を停止

するという決定を下すのは政治家かも知れません。しかし、こ

の方向転換を実現する上で、大衆は決定的な役割を持っていま

す。まず第一歩として、この問題に関心を持っている人々は、

それぞれ個人として政府に対して、軍縮についての国連の決定、

特に1978年の特別総会の最終文書に盛り込まれている決定を、
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忠実に実施するよう求めることができるはすです。さらに、軍

備競争をやめ、資i原を各国およひ第二世界の社会経済日目発に振

り向けるため、軍縮交渉を積極的に進めるよう政府に求めるこ

ともできるはずです。

そうした人衆行動の焦点として、国連は、毎年10月24日(国

連デー)からの一週間を「軍縮週間」と設定しました。軍縮を

支持するため世界中の多くの国々で、人衆集会、セミナーへ映

画会、写真展、美術展などが組織されています,学校や大学で

は、討論会や映画会が開かれています。

各国政府もまた、果すべき役割があります。国連では各国政

府に対して、軍縮週間の機会を利用して、軍備競争と軍縮努力

をめぐる事実関係の情報提供を増やし、この分野における各国

政府自身の政策とイニシアチブを大衆に説明することを検討す

るよう提案しています。各国政府はまた、軍備競争の脅威およ

びその経済的、社会的影響などの問題についての集会を組織し

たり助成したりすることもできます。軍縮をテーマとする切手

の発行も考えられます。

非政府間機関くNGO)、学術団体、研究所の参加も可能です。

このほか、労働組合、科・学界、人権運動家、スポーツ関係者な

どの支持を取りつけるといったことも見逃してはいけません。

ジュネーブ軍縮委員会には、軍備競争を懸念する手紙が世界

中の何百人もの人から届けられています。委員会の席で読み上

げられたある女性からの手紙は、次のように述べています、

「個人も組織も国家も、単独では軍備競争という愚行を止める

ことはできません。けれども、多くの人々が組織や国家におい

て一諸に行動し、われわれすべてから激励と支持を受けるなら

ば、希望があるかも知れません。われわれは、核戦争を望んで

はいないのです。
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